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市町村における防災対策について

平成２６年６月４日

内閣府（防災担当）





防災対応の原則
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①疑わしきときは行動せよ
②最悪事態を想定して行動せよ
③空振りは許されるが、見逃しは許されない

防災対応の3原則

【災害への事前の備え】

○事前準備の良し悪しが対応の成否の最大のカギ
○現場を見て何が起こるか想像し、的確に準備

普段できないことは本番でもできない

【発災直前の対応】

○的確な情報収集・伝達
○先手を打つ

空振りＯＫ、見逃しＮＧ

【発災後の対応】

○人命第一
○住民を安心させる

使えるものは何でも使う

災害対応の流れとポイント

危険を察知



市町村長は災害対応の第一線の責任者

○地域防災計画の作成
○災害対策本部等の設置
○災害に関する情報の収集及び伝達等
○居住者等に対する避難勧告・指示
○都道府県知事や他の市町村長等への応援要求
○都道府県知事に対する自衛隊災害派遣の要請

の要求 等

市町村長の責務・権限

対応を誤れば、住民の被害が拡大！！

広範な責務・権限
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災害への事前の備え
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○平時から国・都道府県と緊密な連携（情報の共有）
○他の市町村との協力体制の構築（相互協力）

○市町村長不在時の責任者の明確化（首長が被災した事例あり）
○庁舎の代替機能の確保（庁舎の浸水、停電等を想定）
○避難所・備蓄の確保（災害対策を行う上での前提）
○継続的な人材育成や防災訓練の実施（防災は「人」）
○住民等への自助・共助の呼びかけ（行政の公助だけでは限界）
○避難勧告等の発令判断の考え方や地域の災害リスクの確認（関係機関の助言を得て
十分に確認）

○居住地ごとの災害のリスク、とるべき避難行動を住民に周知（ハザードマップ等の活
用）

行政間の連携

市町村内部の取組

行政機関（国、地方公共団体、消防団 等）
地域（自主防災組織、学校、企業、ボランティア 等）
住民

多角的な連携



発災直前の対応
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○的確な情報収集（最悪をイメージして先手）
○住民と危機感を共有（SNS等を活用し時々刻々の情報を発信）
○避難勧告の的確な発令（空振ＯＫ、見逃しＮＧ）
○国や都道府県への助言の求め（躊躇せず相談）
○住民への避難勧告等の情報伝達（あらゆる手段を活用、伝達文は簡潔に緊迫感のあ
る表現）
○要配慮者、避難行動要支援者への確実な伝達（確実に情報周知）
≪参照≫「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン（案）」（平成26年4月）

○災害対策本部の迅速な立ち上げ（初動対応がカギ）

国、地方公共団体、住民間の情報共有（危機感の共有）



発災後の対応
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○救急、救命活動等の的確な指示（人命優先）
○応援要請の速やかな判断（使えるものは何でも使う）
○職員を総動員して災害対応（応援体制の確保）
○住民やマスコミへの情報発信（住民に安心感、支援の獲得）
○ボランティアとの連携（まちが明るくなる）

人命救助を最優先とした速やかな災害対応
適切な情報発信
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インターネットによる情報提供の例①

国土交通省ハザードマップポータルサイト

東京都 建物における液状化対策ポータ
ルサイト
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ツイッターでの情報提供
（例：内閣府防災）

インターネットによる情報提供の例②

平成２５年７月１４日
朝日新聞 朝刊１面
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平成２５年７月２９日
読売新聞 朝刊３５面

インターネットによる情報提供の例③
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自治体の情報提供の例

鹿児島県垂水市では、市民やマスコミに対する情報提供
用の様式を作成し、災害時には積極的な情報提供を行っ
ている。

（様式３）　時系列データ

時系列データは、避難情報、被害情報などをすべて、時系列にまとめたものです。

時　　間 分類 内　　　　　　　　　容

6月23日 日 16時37分 気象情報 大雨、洪水注意報発表

6月24日 月 0時52分 気象情報 大雨、洪水警報発表

11時30分 気象情報 洪水警報解除、洪水注意報発表　大雨警報継続

15時10分 気象情報 大雨警報解除、大雨注意報発表　洪水注意報解除

6月25日 火 3時13分 気象情報 洪水注意報発表　大雨注意報継続

7時59分 気象情報 大雨注意報解除、大雨警報発表　洪水注意報継続

8時00分 市体制 情報収集体制

9時55分 気象情報 土砂災害警戒情報発表

17時00分 市体制 災害警戒本部設置

〃 本部会議 第１回災害警戒本部会議

〃 避難所情報 避難所設置（市民館、新城南地区憩いの家、牛根地区公民館、牛根分遣所）

17時30分 避難広報 防災行政無線、垂水ほっとメール（避難所開設）

19時00分 避難所情報 避難所からの定期連絡（避難者数報告）　避難者数1人（男0名、女1名、1世帯）

20時00分 避難所情報 避難所からの定期連絡（避難者数報告）　避難者数3人（男0名、女3名、3世帯）

6月26日 水 8時30分 本部会議 第２回災害警戒本部会議

8時03分 道路情報 柊原（江良迫）で、廃屋が倒れて道路を塞いでいる。（通報者：江良迫振興会長）

8時30分 本部会議 第２回災害警戒本部会議

14時20分 避難所情報 避難所からの定期連絡（避難者数報告）　避難者数0人

16時00分 本部会議 第3回災害警戒本部会議

〃 避難所情報 避難所閉鎖

〃 市体制 災害警戒本部廃止

日　　付

（様式1）

現在

1

2

3

4

4 4

16時00分

設　置 6月25日

設　置

設　置

解　除

17時00分

解　除

時間

避 難 所 設 置

設置・解除 日付 時間

解　除

避難指示
発　令

垂水市災害警戒本部

解　除

解　除 閉　鎖 6月26日

開　設

災害対策本部
設　置

避 難 広 報

組織体制

設　置

組織体制 日付

廃　止
情報収集体制

台 風 ・ 災 害 名
平成25年6月23日（日）からの梅雨前線の活発な活動に伴う大雨

市 の 体 制 等

（１）　市組織体制

組織体制 設置・解除 日付 時間 時間

（２）　災害対策本部　体制

避難準備情報
発　令

自主避難所
6月25日

第３配備（総員）
廃　止

開設・閉鎖 日付

災害警戒本部

情 報 提 供 頻 度
今後の予報に基づき災害警戒本部を廃止いたしました。情報提供は本号が最終号となります。ご協力ありがとうございました。

新 着 情 報 ６月26日（水）　16時00分　時点（被害状況：なし・避難者：なし)
14時20分　　避難所からの定期連絡（避難者数報告）　避難者数0人（男0名、女0名、0世帯）
16時00分　　第3回災害警戒本部会議
16時00分　　自主避難所　閉鎖
16時00分　　災害警戒本部　廃止

垂水市災害警戒本部 連絡事項 第3号

8時00分

設　置 6月25日 17時00分
第２配備

廃　止 6月26日 16時00分

第１配備

０９９４－３２－１１１１

平成25年6月26日 16時00分

設置・解除

避難勧告
発　令

解　除
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行政の対応について①

平成２５年４月１４日
日経新聞 朝刊３９面

平成２５年４月１４日
産経新聞 朝刊３１面
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行政の対応について②

平成２５年８月１１日
毎日新聞 朝刊２７面

平成２６年２月１７日
読売新聞 朝刊３面
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死者のうち、60歳以上が占める割合が６割５分
（岩手県・宮城県・福島県）

障がい者の死亡率 ： １．４７％

一般住民の死亡率 ： ０．７４％

障がい者の死亡率は、

一般住民の死亡率の約２倍

東日本大震災における死者の構成



一方、東日本大震災において、いわゆる「石巻の悲劇」と呼ばれる宮城県石巻市立大川小学校の被災事例がある。この大川
小学校においては、毎年最低２回の避難訓練が行われていたが、津波を想定した避難訓練や児童引渡し訓練が行われたこと
はなかった。そのため、多くの児童・教職員が津波の来襲前に安全な場所へ避難することができずに被災した。

【概要】

平成２３年３月１１日に起きた東日本大震災の津波による死者・行方不明者が１０００人を超す釜石市では、

小中学生２９２１人が津波から逃れた。学校にいなかった５人が犠牲となったが、９９．８％の生存率は「釜石

の奇跡」と言われる。学校の管理下にあった児童生徒に限らず、下校していた子供も、多くが自分で判断して

高台に避難した。

【奏功事例の要因】

釜石小学校では、２００８年から下校時の避難訓練に取り組んできた。具体的には、子供たちを学校から帰

し、帰宅途中に地震が起きたと想定して、防災無線で知らせ、どこが安全か、津波の際はどこに逃げるかを考

えさせ、誘導した。また、避難対策を専門とする群馬大の片田敏孝教授が生徒たちに防災の授業を行い、津

波避難の３原則を強く訴えた。こうした防災教育により、釜石市の多くの命が救われた。

① 「想定にとらわれるな」

② 「最善を尽くせ」

③ 「率先避難者たれ」

釜石の奇跡

13

津波避難の３原則

参考

出典：河北新報ニュースサイト

出典：大川小学校事故検証報告書

防災訓練の必要性について
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○重要なポイント
・ 災害が発生したときに、防災活動を強力に推進するためには、指揮命令系統の確立が重要。
・ 責任者が不在の場合も必要な意思決定がなされるように、首長の職務の代行についてあらかじめ定めておく。

○市町村の地域防災計画
（災害対策基本法第４２条）

市町村防災会議（市町村防災会議を設置しない市町村にあつては、当該市町村の市町村長。以下この条において同じ。）は、防災基本計画に基づき、当該市
町村の地域に係る市町村地域防災計画を作成し、及び毎年市町村地域防災計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正しなければならない。

中央防災会議（会長：内閣総理大臣）防災基本計画

指定行政機関 ：中央省庁防災業務計画

指定公共機関 ：独立行政法人、日本銀行、日本赤十字社、 日本放送協会、
通信会社、 電力会社、ガス会社、道路会社 など

防災業務計画

都道府県防災会議（会長：知事）

市町村防災会議（会長：市町村長）
地域防災計画

※各種防災計画の基本 ※内閣総理大臣をはじめ全閣僚、指定公共機関の代表者、学識経験者により構成

○災害対策基本法における防災計画の体系

○地域防災計画における発災時の初動体制

・ 災害対策本部（本部長：首長）の設置基準、設置個所、設置体制などを規定。

○東日本大震災における首長の被災
・ 首長・職員も被災したこと等から、災害対策本部機能や行政機能の喪失、災害応急対策等に支障が生じた。

（例：宮城県南三陸町では町長が被災し、副町長が職務を代行した。）

・ 庁舎が地震・津波等により大きな被災を受け、庁舎を移転せざるを得なくなった市町村が発生。

地域防災計画について①
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平成25年8月1日現在、BCP策定率は都道府県で約６０％、市町村で約１３％。

【都道府県】

60%

38%

11%

40%

62%

89%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成25年8月

平成23年4月

平成21年11月

【市町村】

13%

4%

0.1%

87%

96%

99.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成25年8月

平成23年4月

平成21年11月

出典：平成21年11月 地震発生時を想定した業務継続体制に係る状況調査（内閣府（防災）及び総務省消防庁調査）
平成23年4月 地方自治情報管理概要（平成24年3月）総務省自治行政局地域情報政策室調査
平成25年8月 総務省消防庁調査（大規模地震等の自然災害を対象とするＢＣＰ策定率（速報値））

【参考】地方公共団体の業務継続計画（BCP）の策定状況

地域防災計画について②
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公表割合 約95％ 約50％ 約71％ 約18％ 約74％ 約79％

注：平成25年３月末現在
（出典）「平成24年度 国土交通白書」

災害発生時に住民が適切な避難行動をとれるよう、避難場所、避難経路等を住民に
あらかじめ周知すべく市町村によるハザードマップの作成及び住民への配布を促進す
ることが必要

ハザードマップの作成

【参考】ハザードマップの整備状況

ハザードマップの作成について



竜巻注意情報

竜巻など激しい突風の発生する
危険な気象状況の場合に発表

栃木県竜巻注意情報 第１号
平成２５年６月２２日１４時５４分 宇都宮地方気象台発表

栃木県は、竜巻などの激しい突風が発生しやすい気象状
況になっています。

空の様子に注意してください。雷や急な風の変化など積
乱雲が近づく兆しがある場合には、頑丈な建物内に移動
するなど、安全確保に努めてください。
落雷、ひょう、急な強い雨にも注意してください。

この情報は、２２日１６時００分まで有効です。

台風に関する情報

台風の中心位置や強度の実況および予
測に関する情報を発表

特別警報の種類
大雨、暴風、暴風雪、大雪、
高潮、波浪

警報の種類
大雨、暴風、暴風雪、大雪、
高潮、洪水、波浪

注意報の種類
大雨、強風、風雪、大雪、
高潮、洪水、波浪、
濃霧、雷、乾燥、なだれ、
着氷、着雪、霜、低温、融雪

○○県（○○地方）気象情報

警報や注意報を予告、補完する事項
または少雨・低温など注意を喚起すべ
き事項を気象情報として発表

記録的短時間大雨情報

数年に一度程度の短時間の
大雨が観測された場合は、
記録的短時間大雨情報として発表

島根県記録的短時間大雨情報 第２号

平成１７年７月２日０２時５０分 松江地方気象台発表

２時３０分島根県で記録的短時間大雨
美郷町付近で約１００ミリ
温泉津町付近で約１００ミリ
飯南町付近で約１００ミリ
大田市付近で約１００ミリ

大雨警報の基準例（広島市）

平坦地
平坦地以外

3時間に80mm
1時間に60mm

1km格子毎に設定（最低値：90）

雨量基準（主に浸水害を対象）

土壌雨量指数基準（土砂災害を対象）

“３日先まで“の進路及び強さの予報、
”５日先まで“の進路の予報を発表

指定河川洪水予報

河川管理者（国土交通省、都道府県）
と共同し、河川を指定して発表

土砂災害警戒情報

土砂災害の危険度が非常に高まったと
きに、対象となる市町村を特定して都道
府県と気象庁が共同して発表

（出典）気象庁資料より 17

気象庁が発表している警報・注意報・気象情報
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○特別警報・・・重大な災害の起こるおそれが著しく大きい場合にその旨を示して行う警報

○気象、津波・火山・地震（地震動）等に関する特別警報の発表基準は以下のとおり。

気象等に関する特別警報の発表基準

注：発表にあたっては、降水量、積雪量、台風の中心気圧、最大風速な
どについて過去の災害事例に照らして算出した客観的な指標を設
け、これらの実況および予想に基づいて判断をしている。

津波・火山・地震（地震動）に関する特別警報の発表基準

注：噴火警戒レベルを運用している火山では「噴火警報（居住地域）」
（噴火警戒レベル４または５）を、噴火警戒レベルを運用していない
火山では「噴火警報（居住地域）」（キーワード：居住地域厳重警戒）
を特別警報に位置づけている。

（出典）気象庁ホームページ

特別警報
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水位危険度レベル 水位の名称等 （参考）旧名称

レベル５ はん濫の発生 はん濫の発生

レベル４ はん濫危険水位 危険水位

レベル３ 避難判断水位 特別警戒水位

レベル２ はん濫注意水位 警戒水位

レベル１ 水防団待機水位 通報水位・指定水位

○洪水等が発生した際、地域住民のより的確で安全な避難実施のためには、河川の危険の状況
等の防災情報が、迅速に伝達されるだけでなく、住民や市町村の防災担当者、報道機関に正確
に理解され、的確な判断や安全な行動につながる情報の内容や表現であることが極めて重要

○このため、水位の危険度レベルを設定するとともに、区切りとなる水位の名称は、危険度レベル
を認識できるように改善

（出典）気象庁ホームページ

河川の水位について



災害対策基本法の一部改正により、新たに、避難行動要支援者名簿の作成、名簿情報の避難支援
等関係者等への提供等の規定が設けられたことを受け、市町村を対象に、その事務に係る取組方法等
を指針として示したもの。

第１ 全体計画・地域防災計画の策定

第２ 避難行動要支援者名簿の作成等

第Ⅰ部 改正災対法に基づき取り組む必要がある事項

第３ 発災時等における避難行動要支援者名簿の活用

第５ 避難行動支援に係る地域の共助力の向上

第４ 個別計画の策定

第Ⅱ部 さらなる避難行動支援のために取り組むべき事項

○ 取組に関する優先順位を意識し、
【第Ⅰ部】改正災対法に基づき取り組む必要がある事項
【第Ⅱ部】 （改正災対法には規定されていないものの）更なる避難行動支援のために取り組むべき事項
からなる２部構成としている。

○ 改正災対法のうち、避難行動要支援者名簿の作成義務付け等について規定する第４９条の１０から第４９条
の１３については、平成２６年４月１日より施行。
改正法施行を受け、本取組指針を参考に、速やかに名簿作成等の徹底をお願いしたい。

【ポイント】

20

「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」
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１．避難所の組織体制と応援体制の整備
２．避難所の指定
３．指定避難所等の周知
４．避難所における備蓄等

第１ 平常時における対応

１．避難所の設置と機能整備
２．避難所リスト及び避難者名簿の作成
３．避難所の運営主体
４．福祉避難所の管理・運営

第２ 発災後における対応
５．食物アレルギーの防止等の

食料や食事に関する配慮等
６．被災者への情報提供
７．相談窓口
８．在宅避難

災害対策基本法の一部改正により、市町村（特別区を含む。）には、避難所における良好な生活環境を確保
し、被災者の避難生活に対するきめ細やかな支援を実施することが求められるが、その取組に当たっての参考
となるよう、市町村を対象に、生活環境の確保に関する事項を指針として示したもの。

【ポイント】

○ 本指針は、「第１ 平常時における対応」、「第２ 発災後における対応」に分けた２部構成としているが、い
ずれも平常時より十分に確認していただき、都道府県や関係機関等とも十分連携しながら、必要な対応を
取っていただきたい。

避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組指針
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１ 地区防災計画とガイドライン
平成25年の災害対策基本法では、地域コミュニティにおける共助による防災活動を推進するため、市町村内の一定の地区の居住者及び事業者（地区

居住者等）が行う自発的な防災活動に関する「地区防災計画制度」を創設（平成26年４月１日施行）。本ガイドラインは、地区居住者等による計画作成等
の促進を目的としている。

２ ガイドラインの活用方法等
本ガイドラインでは、①概要で全体像を把握し、②目的、レベル、地区の特性等に応じて、必要な部分を参照し、地域コミュニティの課題と対策につい

て検討を行い、④地区防災計画を作成するとともに、計画に沿った活動を実践することが重要。

３ ガイドライン各章の主な内容
第１章 制度の背景

東日本大震災では、地震・津波によって市町村の行政機能が麻痺し、地域住民自身による自助、地域コミュニティにおける共助が重要な役割を果たし
たことから、自助・共助の役割の重要性が高まっている。

第２章 計画の基本的考え方
①地域コミュニティ主体のボトムアップ型の計画
②地区の特性に応じた計画
③継続的に地域防災力を向上させる計画

第３章 計画の内容
地区の特性に応じて、自由な内容で計画を作成。平常時、発災直前、災害時、復旧・復興期の各段階の防災活動を整理し、専門家、消防団、各種地

域団体、ボランティア等との連携が重要。

第４章 計画提案の手続
地区防災計画を規定する方法は、①市町村防災会議が、地区居住者等の意向を踏まえ規定する方法、②地区居住者等が、計画の素案を作成して、計
画提案を行い、それを受けて規定する方法がある。

第５章 実践と検証
災害時に計画に沿って防災活動を実践できるように、毎年防災訓練を行うことが重要。また、訓練結果の検証を行い、活動を改善するとともに、PDCAサ
イクルに従って、定期的に計画の見直しを行うことが望まれる。

地区防災計画ガイドラインについて



○避難は、「災害から命を守るための行動」であることをあらためて定義した

○従来の避難所への避難だけでなく、家屋内に留まって安全を確保することも「避難行
動」の一つとした

○災害種別毎に、命を脅かす危険性がある事象、立ち退き避難が必要な区域の考え方を
示した

○市町村が発令する避難勧告等は、空振りをおそれず、早めに出すことを基本とした
→ 避難が必要な状況が夜間・早朝となる場合には「避難準備情報」を発令

「避難」に関する考え方をあらためて整理

○避難勧告等の判断基準を可能な限り定量的かつわかりやすい指標で示した
【避難勧告の判断基準の設定例】

水害・・・はん濫危険水位に到達 等
土砂災害・・・土砂災害警戒情報の発表 等
高潮災害・・・高潮警報の発表
（津波災害は警報等が出れば全て避難指示）

○市町村が助言を求める相手を明確にした
→ 管区・地方気象台、国土交通省河川事務所、都道府県の県土整備事務所等

避難勧告等の判断基準をわかりやすく設定
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避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン（案）について



市町村の防災体制の考え方を例示

○市町村の防災体制の移行段階に関する基本的な考え方の例を示した
【防災気象情報と防災体制の例（土砂災害の場合）】

大雨注意報・・・連絡要員を配置し、気象状況を見守る体制
大雨警報・・・首長等が登庁し、避難勧告の発令が判断できる体制
土砂災害警戒情報・・・防災対応の全職員が登庁 等

○災害・避難カード（建物毎に避難が必要となる災害と避難方法を記しておくカード）の作成
を提案

災害 避難行動 注視する情報 危険な状況

Ａ川 自宅２階 ○○観測所雨量 ○○ｍｍ

Ｂ川 ○○避難場所 ○○水位観測所 ○．○ｍ

土砂災害 ○○公民館 ○○観測所雨量 ○○ｍｍ

津波 無し

高潮 無し

【災害・避難カードの記載イメージ：○○市○○町○○丁目○番○号】

住民が避難行動を認識してもらう仕組を提案

24

避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン（案）について



浸水深が浅い

浸水深が深い

避難勧告等の
対象区域

・市町村は、水害の可能性のある範囲全体を対象に避難勧告等を発令する。

・各人は、洪水ハザードマップを基に、立ち退き避難が必要な場所なのか、上階への移動等の屋内安全確保で命の危険を脅かさ
れる可能性がない場所なのかをあらかじめ確認・認識し、避難行動をとる。

立ち退き避難

立ち退き避難

立ち退き避難

屋内安全確保

屋内安全確保
屋内安全確保
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河川において避難勧告等の対象とする区域と避難行動について



≪全国防災・危機管理トップセミナー≫

市町村における防災対策について
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平成２６年６月４日

内閣府（防災担当）
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２．防災に関する組織－総合的防災行政の整備・推進

○国：中央防災会議、非常（緊急）災害対策本部

○都道府県・市町村：地方防災会議、災害対策本部

２．防災に関する組織－総合的防災行政の整備・推進

○国：中央防災会議、非常（緊急）災害対策本部

○都道府県・市町村：地方防災会議、災害対策本部

３．防災計画－計画的防災対策の整備・推進

○中央防災会議：防災基本計画

○指定行政機関・指定公共機関：防災業務計画

○都道府県・市町村：地域防災計画 ○市町村の居住者等：地域防災計画

３．防災計画－計画的防災対策の整備・推進

○中央防災会議：防災基本計画

○指定行政機関・指定公共機関：防災業務計画

○都道府県・市町村：地域防災計画 ○市町村の居住者等：地域防災計画

７．災害緊急事態

○災害緊急事態の布告 ⇒政府の方針（対処基本方針）の閣議決定

○緊急措置（生活必需物資の配給等の制限、金銭債務の支払猶予、海外からの支援受入れに係る緊急政令の制定、特定非常災害法の自動発動）

７．災害緊急事態

○災害緊急事態の布告 ⇒政府の方針（対処基本方針）の閣議決定

○緊急措置（生活必需物資の配給等の制限、金銭債務の支払猶予、海外からの支援受入れに係る緊急政令の制定、特定非常災害法の自動発動）

６．財政金融措置

○法の実施に係る費用は実施責任者負担 ○激甚な災害に関する、国のよる財政上の措置

６．財政金融措置

○法の実施に係る費用は実施責任者負担 ○激甚な災害に関する、国のよる財政上の措置

国民の生命、身体及び財産を災害から保護し、もって、社会の秩序の維持と公共の福祉の確保に資することを目的とする

４．災害対策の推進

○災害予防、災害応急対策、災害復旧という段階ごとに、各実施責任主体の果たすべき役割や権限を規定

○市町村長による一義的な災害応急対策（避難指示等）の実施、大規模災害時における都道府県・指定行政機関による応急措置の代行

４．災害対策の推進

○災害予防、災害応急対策、災害復旧という段階ごとに、各実施責任主体の果たすべき役割や権限を規定

○市町村長による一義的な災害応急対策（避難指示等）の実施、大規模災害時における都道府県・指定行政機関による応急措置の代行

１．防災に関する理念・責務の明確化

○災害対策の基本理念 －「減災」の考え方等、災害対策の基本理念の明確化

○国、都道府県、市町村、指定公共機関等の責務 －防災に関する計画の作成・実施、相互協力等

○住民等の責務 －自らの災害への備え、生活必需品の備蓄、自発的な防災活動への参加等

１．防災に関する理念・責務の明確化

○災害対策の基本理念 －「減災」の考え方等、災害対策の基本理念の明確化

○国、都道府県、市町村、指定公共機関等の責務 －防災に関する計画の作成・実施、相互協力等

○住民等の責務 －自らの災害への備え、生活必需品の備蓄、自発的な防災活動への参加等

５．被災者保護対策

○要支援者名簿の事前作成 ○広域避難、物資輸送の枠組みの法定化

○災害時における、避難所、避難施設に係る基準の明確化

○罹災証明書、被災者台帳の作成を通した被災者支援策の拡充

５．被災者保護対策

○要支援者名簿の事前作成 ○広域避難、物資輸送の枠組みの法定化

○災害時における、避難所、避難施設に係る基準の明確化

○罹災証明書、被災者台帳の作成を通した被災者支援策の拡充

１ 市町村長の責務と権限
１－１ 災害対策基本法の概要
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１ 市町村長の責務と権限
１－２ 平時の備え

平時の備え

＜一般的な責務＞
●市町村の責務（防災に関する計画の作成・実施、消防団等の組織の整備・充実、消防団等の相互協力義務）＜5＞
●地方公共団体相互の協力＜５の２＞ ●ボランティアとの連携＜５の３＞ ●施策における防災上の配慮等＜８＞

＜防災に関する組織＞
【責務】 ●職員派遣の要請又はあっせんがあったときの職員派遣の義務＜３１＞
【権限】
●市町村の災害対策本部及び市町村現地災害対策本部の設置、市町村教育委員会に対する指示＜２３の２＞
●国の地方支分部局等に対する職員派遣の要請＜２９＞
●内閣総理大臣又は都道府県知事に対する国の機関等の職員派遣のあっせん要請＜３０＞

＜防災計画＞
【責務】
●市町村地域防災計画の作成＜４２＞ ※市町村防災会議の責務

●市町村相互間地域防災計画の作成＜４４＞ ※市町村防災会議の協議会の責務

【権限】 ●地域防災計画の実施の推進のための関係者に対する要請等＜４５＞ ※市町村防災会議又はその協議会の権限

＜災害予防＞
【責務】
●災害予防の実施責任＜４６＞ ●防災に関する組織の整備＜４７＞ ●防災教育の実施＜４７＞
●防災訓練の実施＜４７の２＞ ●防災に必要な物資及び資材の備蓄等＜４９＞
●円滑な相互応援の実施のために必要な協定の締結等＜４９の３＞
●指定緊急避難場所の指定等＜４９の４、４９の６＞ ●指定避難所の指定等＜４９の７＞
●居住者等に対する災害関連情報、指定緊急避難場所等に関する事項の周知＜49の９＞
●避難行動要支援者名簿の作成＜４９の１０、４９の１２＞ ※平成26年４月１日施行
【権限】
●避難行動要支援者名簿に係る情報の利用及び提供＜４９の１１＞ ※平成26年４月１日施行 2



１ 市町村長の責務と権限
１－３ 初動期の災害応急対策

災害応急対策（特に初動期）

【責務】
●災害応急対策の実施責任＜５０＞
●災害に関する情報の収集及び伝達等＜５１＞
●都道府県に対する災害の状況及びこれに対して執られた措置の概要の報告＜５３＞
●気象庁等の関係機関に対する災害が発生するおそれが異常な現象の通報＜５４＞
●災害に関する予報、警報等の住民等に対する伝達＜５６前段＞
●消防機関、水防団に対する出動準備・出動命令＜５８＞
●消防、水防、救助等の応急措置の速やかな実施＜６２＞

【権限】
●予想される災害の事態及びこれに対してとるべき避難のための立退きの準備その他の措置に係る通知
又は警告＜５６後段＞

●警報の伝達に際する通信設備の優先利用、放送事業者に対する放送の要求＜５７＞
●災害が発生した場合に災害を拡大させるおそれのある設備又は物件の除去、保安等の必要な措置の指示＜５９＞
●居住者等に対する避難のための立退きの勧告・指示＜６０＞
●避難を勧告・指示しようとする場合における、国等の機関への助言の求め＜６１の２＞
●避難勧告・指示に際する通信設備の優先利用、放送事業者に対する放送の要求＜６１の３＞
●警戒区域の設定による立入の制限・禁止、退去命令＜６３＞
●区域内の土地、工作物等の一時使用、除却＜６４＞
●住民等に対する応急措置業務への従事命令＜６５＞
●他の市町村長等に対する応援の要求＜６７＞
●都道府県知事等に対する応援の要求及び応急対策実施の要請＜６８＞
●都道府県知事に対する自衛隊災害派遣の要請の要求、防衛大臣に対する災害状況の通知＜６８の２＞
●応急措置の実施に際する通信設備の優先利用＜７９＞
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１ 市町村長の責務と権限
１－４ 初動期以降の災害応急対策、復旧等

被災者の援護を図るための措置

【責務】
●罹災証明書の交付及びその交付に必要な業務の実施体制の確保＜９０の２＞
【権限】

●被災者台帳の作成＜９０の３＞ ●被災者台帳に係る情報の利用及及び提供＜９０の４＞

財政金融措置

【責務】
●災害予防、災害応急対策に要する費用の実施責任者負担＜９１＞
●災害応急対策に関して応援を受けた場合における、当該応援に要した費用の負担＜９２＞
【権限】
●起債の特例＜１０２＞

災害復旧 【責務】 ●災害復旧の実施責任＜８７＞

【責務】
●土地、工作物等の一時使用に伴う損失の補償＜８２＞
●応急措置業務への従事を命じた者が死亡等した場合における損失の補償＜８４＞
●避難所における生活環境の整備に必要な措置＜８６の６＞
●避難所以外の場所に滞在する被災者に対する配慮＜８６の７＞
●国の機関、他の地方公共団体等との備蓄する物資又は資材の供給に関する相互協力＜８６の１７＞
【権限】
●災害時における他の地方公共団体に対する事務委託＜６９＞ ●被災者の公的徴収金の減免等＜８５＞
●地方公共団体の所有財産の無償貸付け、使用＜８６＞
●同一都道府県内における被災住民の受入れに係る他の市町村長との協議＜８６の８＞
●他の都道府県における被災住民の受入れに係る都道府県知事との協議＜８６の９＞
●被災者の安否情報の照会に対する回答＜８６の１５＞
●都道府県知事に対する必要な物資又は資材の供給に関する要請＜８６の１６＞

災害応急対策（初動期以降）
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 危機事態に迅速・的確に対応できる人

的確に状況を把握・想定し、適時に判断・対応することで、被害の最小化を図ることができる

ニーズの変化や多様性に柔軟かつ機敏に対応し、迅速な回復を図ることができる

災害から得られた教訓を踏まえて、継続的な改善を推進できる

ハード・ソフトをバランスよく組み合わせて、最善の対策を実施できる

組織の中で率先して防災力を高めることができる

 国・地方のネットワークを形成できる人

防災関係機関等と緊密に連携・協力し、最善の対策を推進できる

日頃から多様な主体と連携・協力し、自発的な防災活動を促進できる

２ 防災対策について
２－１ 災害への事前の備え ⑦人材育成、防災訓練

5

「防災スペシャリスト」 に求める人材像

「本部運営の中枢的役割を担う職員」及び「個別課題の対応に専門的に従
事する職員」別に、役割に応じて求められる具体的な能力を整理した。

「防災スペシャリスト」に求める能力

内閣府では、平成25年度より「防災スペシャリスト養成研修」を行っており、災害対応にあたる人材の育成を図ってい
る。その中で、求める人材像や能力について、下記のとおり整理をおこなった（平成26年3月「防災スペシャリスト養成
研修企画検討会」報告書より）。



２ 防災対策について
２－１ 災害への事前の備え ⑦人材育成、防災訓練

平成26年度防災スペシャリスト養成研修の概要

6

(１)対象

①地方公共団体・指定公共機関
等の防災担当の一般職員（約
20名、１年間）

②市町村の防災担当の一般職
員（約10名×各四半期）

(２)内容

①内閣府防災におけるOJT研修。

②有明研修に参加（右記②個別
対策コース及び③防災基礎
コースに参加。）。

③内閣府防災および関係省庁担
当者による講義を受講。

④防災関係施設や訓練等を見
学。

⑤国交大、消防大等の外部機関
研修に参加。

１．OJT研修

(１)対象

国・地方公共団体で防災に携わる

①災害対策本部運営の中枢的役割を担う職員

②個別課題の対応に専門的に従事する職員

③防災部門への新任職員

（２）内容

防災活動に取り組む上で踏まえるべき「活動の前
提」と、防災活動を遂行するために個人が有してお
くべき「活動遂行能力」の習得を目的とした研修を
実施。

①総合管理コース （２日間、年６回実施）

→総合調整を行う上で必要な知識、技能、

態度の習得

②個別対策コース（２日間、年１２回実施）
→個別課題への対応に必要な知識、技能、
態度の習得

③防災基礎コース （２日間、年２回実施）
→防災業務の遂行に不可欠な基礎知識、
態度の習得

※上記の研修以外に平成２５年度の研修
修了者を対象とした「フォローアップ研
修」を実施。

２．有明研修

(１)対象

地方公共団体で本部運営・個別課
題への対応に従事する担当職員

(２)内容

各地域における災害発生上の特性
を加味したテーマを設定し、その災
害対応に必要な知識や態度の習得
を効果的に行うことを目的とした研
修を、全国９ブロックで実施。

①地域別総合防災研修

（２日間、９地方で各年１回）

※９地方：北海道、東北、北陸、中部、

近畿、中国、四国、九州、

沖縄

３．出張研修



（５）津波防災に関する訓練

「津波防災の日」（11月5日）を念頭に以下の訓練を実施。

ア 津波防災訓練
近畿地方沿岸部において関係機関等と連携して実施する実動訓練

イ 緊急地震速報の訓練
広く国民参加の下、緊急地震速報を見聞きした際の行動訓練

ウ 住民参加の地震・津波防災訓練
７つの地域において実施する地域住民を対象にした地震・津波防災訓練

平成２６年度総合防災訓練大綱

（４）業務継続計画検証訓練等

ア 情報伝達・官邸参集図上訓練
利用可能な通信手段による閣僚の安否確認と参集手段確保の訓練

イ 業務継続計画実効性確認訓練
各府省庁において実施する職員の安否確認訓練・非常参集訓練、災害対策
本部の設置・運営等訓練及び情報システム継続訓練

ウ 分野（業界）別、テーマ別訓練
経済中枢機関及びライフライン・インフラ事業者等の業務継続性確保のた
めの業界横断的な訓練

（１）「防災の日」総合防災訓練

「防災の日」（９月１日）に以下の訓練を実施。

ア 「防災の日」政府本部運営訓練
総理を始めとする全閣僚による緊急災害対策本部会議等の訓練

イ 九都県市合同防災訓練と連携した被災地（相模原市）への現地調査訓練

ウ 閣僚の徒歩等による官邸への参集訓練

首都直下首都直下

（３）政府図上訓練

ア 政府図上訓練
緊急災害対策本部事務局における業務や関係地方公共団体等との連携に関

する訓練

イ 緊急災害対策本部事務局要員図上訓練
緊急災害対策本部事務局に対する座学及び基礎的な図上訓練

ウ 初動対応図上訓練
大規模な浸水被害を想定した図上訓練

エ 自衛隊統合防災演習
一部実動訓練も含んだ指揮所活動等の総合的な防災訓練

オ コンビナート防災合同訓練
コンビナート大規模火災を想定した、関係事業者等と連携した防災合同訓

練

首都直下首都直下

南海トラフ南海トラフ

南海トラフ南海トラフ

南海トラフ南海トラフ

（２）緊急災害現地対策本部運営訓練

（７）原子力防災訓練

原子力災害を想定して、関係地方公共団体、原子力事業者等と連携して実施
する総合的な防災訓練

（９）事故災害等対処訓練

○ 政府における総合防災訓練等

首都直下首都直下

首都直下首都直下

（６）火山に関する防災訓練

南海トラフ南海トラフ

首都直下・南海トラフ 他首都直下・南海トラフ 他

首都直下・南海トラフ 他首都直下・南海トラフ 他

未定未定

（８）災害時医療に関する訓練

ア 広域医療搬送訓練
大分県、宮崎県及び鹿児島県を被災地と想定して実施する訓練

イ 民間船舶を活用した医療機能の実証訓練

南海トラフ南海トラフ

未定未定

（１０）地域ブロック広域訓練

協議会等が主体となって実施する広域的な実動・図上訓練

首都直下・南海トラフ 他首都直下・南海トラフ 他

（１１）地方公共団体等関係機関と連携して実施する実動訓練等

ア 九都県市合同防災訓練、静岡県総合防災訓練、近畿府県合同防災訓練、
東海地域広域連携防災訓練等と連携した訓練

イ 防衛省と在日米軍を中心とした日米共同統合防災訓練
ウ 東海地震に関連する情報の伝達訓練

首都直下・南海トラフ 他首都直下・南海トラフ 他
未定未定

南海トラフ南海トラフ

首都直下・南海トラフ 他首都直下・南海トラフ 他

首都直下・南海トラフ 他首都直下・南海トラフ 他
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２ 防災対策について
２－１ 災害への事前の備え ⑦人材育成、防災訓練



例えば、

・マスコミ対応の担当を定めておく

・首長の定例記者会見の実施方法を確認しておく

・災害情報の共有方法を確認しておく

・記者控室の場所を定めておく

２ 防災対策について
２－２ 発災後の対応 ①マスコミ対応

8

内閣府では特別な記者発表体制をとる場合の事務処理の方法等について「内閣府特別非常災害時記者
発表等事務処理要領」を定めている。
災害対応を適切に行うに際して、マスコミ関係者の協力は必要であり、防災活動に関する国民全般の

理解・協力が得られるようマスコミ関係者に対し情報提供に努めている。

●マスコミ（報道機関）との連携について

・災害の規模や自治体の規模によりその対応は大きく変わる

・住民に対して情報提供を行う際、マスコミへ情報提供することは大変重要

●手間になるマスコミ対応

・マスコミの問合せは１社・２社ではない

・総責任者がマスコミ対応にかかり、指揮系統が乱れるケースも

・発災時は地元以外の記者も派遣されて来るため、地名の読み方や道案内など、より丁寧な対応が必要

災害時のマスコミ対応は手間ではあるが、上手く使いこなすために
平時からの準備が重要



２ 防災対策について
２－２ 発災後の対応 ②ボランティア対応

9

平成25年の災害対策基本法改正において、第五条の三 「国及び地方公共団体は、ボランティアによる防災活動が災
害時において果たす役割の重要性に鑑み、その自主性を尊重しつつ、ボランティアとの連携に努めなければならな
い。」とされたところ。
発災時には、行政サイドが真っ先に、防災ボランティア活動の理解者になることが重要である。特に大規模災害時

においては、地域住民の安全・安心を守るためには、行政の対応だけでは限界がある場合があり、防災ボランティア
とも連携を図りながら、復旧・復興活動を円滑に進めることが重要となる。

●災害ボランティアセンターの継続的な支援と情報収集（設置から運営まで）
行政（災害対策本部等）と災害ボランティアセンターで情報共有をすることで、ボランティア活動の現場などでの支援活動が円滑に

進む。
これまでに、行政が災害ボランティアセンターに職員を派遣して、運営の支援や必要な情報の提供などを行ったことで、支援活動が

円滑に進んだ例がある。

●防災ボランティア活動に関する広報による支援（防災無線・広報車など）

地域外から多くのボランティアの人たちが来ると警戒心からボランティアを拒んでしまう場合もある。行政から「ボランティア活
動」を紹介したことで、被災された人たちの警戒心も解けて、受け入れやすくなった例がある。

●資機材の提供、移動のためのバスの手配など

ボランティア活動のためのスコップ、土嚢袋等の資機材の提供・斡旋について、行政が支援することもできる。災害ボランティアセ
ンターから活動する地域へのボランティアの移動用にバスを提供する支援も可能である。被災地外からボランティアバスが多く来る場
合、バスを朝から夕方まで駐車しておくスペースの手配などの支援が重要となる。

●被災地の被害情報の発信

道路状況や地域の被害状況など、行政が把握している情報の中に、ボランティア活動を行うに当たって必要な情報がある。避難に関
する情報などを的確に伝えることで、危険な環境下でのボランティア活動を回避できる。

●災害対策本部等の会議への参加

行政の関係部局の情報の共有や行政支援の判断を行う「災害対策本部」の会議に、災害ボランティアセンターの関係者が参加するこ
とで、双方の情報を共有することが可能となる。

●地域の防災の取組に対する平時からの支援

ボランティアの受入方法、災害ボランティアセンターとの関わり方などについての訓練等をボランティア団体や住民と協力して行
い、災害時に備えることが重要となる。また、要配慮者の支援を行うために、防災関係部局、福祉関係部局、自治会役員などの関係者
が把握している情報を共有するなど、平時から連携しておくことが必要である。



３ 最近政府が策定した計画等
３－１ 大規模地震防災・減災対策大綱
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３ 最近政府が策定した計画等
３－２ 首都直下地震緊急対策推進基本計画
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３ 最近政府が策定した計画等
３－３ 南海トラフ地震防災対策推進基本計画



４ その他
４－１ 防災関連のＨＰ
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〇内閣府（防災） http://www.bousai.go.jp/index.html
・地域主役の避難所開設・運営訓練ヒント集（平成25年3月）
・地域における防災力活動のきっかけづくり情報・ヒント集

http://www.bousai.go.jp/kyoiku/index.html
・地方都市等における地震対応のガイドライン（平成25年8月）

http://www.bousai.go.jp/jishin/chihou/chihoutoshi_top.html

〇消防庁
・救急救助 http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/fieldList5_5.html
・消防防災 http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/fieldList3_1.html

〇国土交通省
・防災情報提供センター http://www.mlit.go.jp/saigai/bosaijoho/

〇気象庁
・災害から身を守るための情報 http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/index.html
・気象情報・注意報 http://www.jma.go.jp/jp/warn/
・レーダーナウキャスト（降水・雷・竜巻） http://www.jma.go.jp/jp/radnowc/
・土砂災害警戒情報 http://www.jma.go.jp/jp/dosha/

〇水害サミット
・災害時にトップがなすべきことは・・ http://www.mlit.go.jp/river/suigai/top/index.html


